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第７回 新技術等効果評価委員会 

議事次第 

 

日 時：令和５年６月21日（水） 10：00～12：06 

場 所：ＷＥＢ会議による開催 

（中央合同庁舎第８号館５階共用Ｂ会議室を含む。） 

議 事 

・委員長互選 

・新技術等実証計画の認定申請書について（１件） 

・新技術等実証終了後のフォローアップ（２件） 

・その他（事務連絡等） 

 

出席者 

【委員】 

安念委員長、石井委員（～案件１）、大橋委員（～案件１）、小黒委員、落合委員（案件

２、３を除く）、鬼頭委員、佐古委員、西村委員、林委員、板東委員、程委員（～案件２）、

増島委員 

【事務局等】 

内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 三浦次長、岡田企画官 

内閣府 大臣官房企画調整課 伊藤課長 

 

案件１． 

日本コカ・コーラ株式会社 中川氏、柴本氏 

コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社 計良氏 

消費者庁 依田審議官  

消費者庁 食品表示企画課 清水課長 

経済産業省 経済産業政策局 蓮井審議官 

経済産業省 産業技術環境局 資源循環経済課 田中課長 

経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 仁科室長 

経済産業省 経済産業政策局 新規事業創造推進室 石井室長 

 

案件２． 

経済産業省 経済産業政策局 蓮井審議官 

経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 小川企画官 

経済産業省 経済産業政策局新規事業創造推進室 石井室長 

法務省 民事局 笹井参事官  
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案件３． 

岐阜薬科大学 林氏、生木氏 

厚生労働省 大臣官房 山本審議官 

厚生労働省 医薬・生活衛生局総務課 太田薬事企画官  
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○岡田企画官 本日は御多忙の中、御参集いただき、誠にありがとうございます。 

 ただいまから、第７回「新技術等効果評価委員会」を開催いたします。 

 進行につきましては、今期の委員長が選出されますまで、便宜上、私が司会を務めさせ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

 初めに、今回、15名全ての委員が前期に引き続いて再任されておりますことを御報告い

たします。委員の御紹介については、お手元に配付しております委員名簿に代えさせてい

ただきますので、御了承ください。 

 それでは、議事に入ります。 

 まず、今期の委員長を選出していただく必要がございます。新技術等効果評価委員会令

第５条第１項の規定により、当委員会の委員長の選出は委員の互選によることとされてお

ります。つきましては、委員長の互選について、御意見がありましたらお願いいたします。 

○落合委員 委員の落合です。 

 前期に引き続いて安念先生が適切ではないかと思います。前期も非常にすばらしい取り

回しをしていただいたと思います。 

○岡田企画官 ありがとうございます。 

 それでは、ただいま、落合委員から、委員長に安念委員を推薦する旨の御意見がござい

ましたけれども、皆様、いかがでございますか。 

（「異議なし」と声あり） 

○岡田企画官 ありがとうございます。 

 それでは、御異議がないようでございますので、委員の互選によりまして、委員長には、

前期同様、安念委員に御就任いただくことに決定いたしました。 

 それでは、議事進行を新委員長と交代いたします。御協力、ありがとうございました。

安念委員長は委員長席まで御移動をお願いいたします。 

（安念委員長、委員長席へ移動） 

○安念委員長 御推薦をいただきまして委員長を仰せつかりました安念です。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 引き続き円滑な進行に努めてまいりたいと存じますので、皆様、御協力をよろしくお願

いします。 

 それでは、本日は、まず、前回委員会の議事録についてお諮りした後に、認定申請書の

提出がありました１件について審議を行い、その後、実証終了後のフォローアップを行い

ます。その前に事務局より定足数の確認をお願いいたします。 

○岡田企画官 本日は、情報通信機器を活用しながら、現在、11名に御出席いただいてお

りますので、会議を開き、議決することができます。現在御出席いただいている委員を読

み上げます。安念委員、石井委員、大橋委員、落合委員、鬼頭委員、佐古委員、西村委員、

林委員、板東委員、程委員、増島委員、以上でございます。 

 なお、委員の皆様から事前に申し出はございませんでしたが、現在、御出席の委員には、
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申請について特別の利害関係を有するなど、委員会令第７条第４項に規定する「自己の利

害に関係する」委員はいらっしゃらないということでよろしいでしょうか。 

 自己の利害に関係する委員がいらっしゃらないことを確認いたしました。ありがとうご

ざいます。 

 次に、オンライン形式での開催に当たっての注意事項につきましては、あらかじめ御案

内をしたとおりですけれども、委員及び御出席の皆様におかれましては、御発言の際には、

マイクミュートを解除して、お名前をおっしゃっていただいた上で御発言いただきますよ

うお願いします。また、メッセージで御申告いただければ、委員長より指名するか、ある

いは事務局による代読をさせていただきます。 

 また、接続不調時は、事務局の担当者へお電話またはチャットで御連絡いただきますよ

うお願いいたします。 

○安念委員長 それでは、まず、議事録についてお諮りいたします。 

 委員の皆様に事前送付しております第６回新技術等効果評価委員会の議事録を後日公表

したいと考えておりますが、よろしゅうございますでしょうか。 

（首肯する委員あり） 

○安念委員長 では、御異議なしと認めます。ありがとうございました。そのように取り

計らわせていただきます。 

 それでは、審議に入ります。 

 まず、自動販売機におけるラベルレスペットボトルの販売に関する実証について、申請

者である日本コカ・コーラ株式会社様から５分程度で御説明をお願いいたします。 

○中川氏 ありがとうございます。 

 日本コカ・コーラの中川と申します。本日はお忙しいところお集まりいただきまして、

ありがとうございます。それでは、早速ですけれども、本件につきまして御紹介させてい

ただきたいと思います。本件、タイトルは、先ほど御紹介いただきましたとおり「自動販

売機によるラベルレスペットボトルの販売に関する実証」となっております。申請者は弊

社、主務大臣は経済産業大臣並びに内閣総理大臣となっております。 

 日本におきましては、販売されております加工食品、ペットボトルを含む加工食品とい

うものは、そのラベルもしくは外装、容器、包装上となっておりますけれども、こちらの

ほうに、法で求められた表示条件を全て表記することによって販売が認められております。

一方、ラベルレス製品は、ラベル製品そのものには何も表示がないものですから、それを

包む外装に公的な要件を表示することによって販売することが可能となっております。 

 今回の場合には、自動販売機をラベルレス製品の外装とみなしまして、自動販売機の外

側に表示をすることによって、ラベルレス製品を自動販売機で販売してみようという試み

でございます。こちらを実証する目的としては２つございます。まずは、ラベルのある製

品と同様に、自動販売機の外にする表示というものがどの程度認識されるかということ。

並びに、自動販売機でラベルレス製品を販売するというニーズが世の中にあるかというこ
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とを検証することでございます。もう一つは、現状ではラベルレス製品を販売することに

よりまして、ラベルを剝がした状態のものが世の中に普及するということ。したがいまし

て、町の中で回収するラベルがついた製品が、皆様が回収箱を見るたびに「ラベルが剝が

されているな」ということを認識することによって行動変容が起きるのではないか調査し

たいと思っております。 

 こちらを申請する背景になりますけれども、家庭内では様々な啓蒙並びにラベルレスの

普及によりまして、プラスチック資源の使用というものが削減されつつあります。一方、

家庭外におきましては、様々な理由によって、まだこちらが努力できる、かつ、改善する

ポイントが多々あろうか思います。したがいまして、自動販売機でラベルレス製品を販売

することにつきましては、大変意義があることと思っております。 

 「実証計画」を御紹介させていただきます。こちらは、オフィスに設置した、特定の少

数の人しかアクセスできない自動販売機でラベルレスのナチュラルミネラルウォーターと、

ラベルがついたナチュラルミネラルウォーター、こちらを無償提供するというものでござ

います。こちら、無償提供するに当たりましては、参加することに同意いただきました参

加者にアクセス権を付与しまして、こちらのアクセス権を使うことによって無償提供を受

けることができる仕組みを検討しております。そして、表示する事項につきましては、自

動販売機の表面にこちらを表示しようと考えております。 

 実証期間は、まだ予定でございまして、確定はしておりませんけれども、ある一定期間、

まずはラベルがついた製品を無償提供させていただき、同様の期間、今度は、ラベルがつ

いたものとついていないものを無償提供させていただこうと思っております。 

 こちら、検証期間が終わった後に、回収した空容器につきまして、ラベルがついている

ものの数がどのように変化したかといったところから、まず、行動変容を確認したいと思

っております。 

 もう一点は、こちらに参加いただきました皆さんにアンケートをさせていただき、実際

にラベルがついている製品と同様の視認性が、自動販売機に表示した内容で確認できたと

いうこと、並びに、自動販売機でラベルレス製品を購入するというニーズがあるかといっ

たところを検証したいと思っています。 

 検討するに当たりまして課題となった規制でございます。結論から申し上げますと、こ

ちら、関連法規には違反しないという理解でございます。本計画を実証するに当たりまし

て、関連する法といたしましては「食品表示基準」「計量法」「資源有効利用促進法」、並び

に「ポリエチレンテレフタレート製の容器であって、飲料又は特定調味料が充てんされた

ものの表示の標準となるべき事項を定める省令」、こういったものが関連しておりますけ

れども、今回の検証は、特定のフロアに勤務する特定少数の者に対する無償提供というこ

とでございまして、販売には当たらないといったことから、これらの関連規定には違反し

ないという理解でございます。以上、簡単ではございますが、本件の御紹介とさせていた

だきます。どうぞ御検討のほど、よろしく願いします。 
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○安念委員長 ありがとうございました。 

 続いて、主務大臣の御見解を伺いたいと思います。経済産業省、消費者庁の順にそれぞ

れ御説明をお願いいたします。 

○蓮井審議官 経済産業省でございます。 

 ただいま、申請者である日本コカ・コーラ株式会社から御説明のあった新技術等実証計

画について、経済産業省としての見解を申し上げます。 

 まず、政策的な意義でございますが、近年、ラベルレスの製品は、詰め合わせ販売など

により家庭内において広がりを見せておりますが、屋外やオフィスの自動販売機において

は、先ほども御指摘がありましたけれども、食品表示法、計量法、資源有効利用促進法な

どによって、ラベルなどに表示すべき事項が定められているため、実施ができていないと

いう状況です。 

 ただいま、日本コカ・コーラ株式会社から御説明がありましたように、本実証において、

自動販売機でラベルレス製品を販売する際の課題や、ラベルレス製品の提供による分別意

識の変化などについて検証を行うことは、ペットボトルのリサイクル適性の向上、プラス

チックごみの排出量削減に貢献し得るものでありまして、一定の社会的意義があるものと

考えております。 

 その上で、基本方針では、まずやってみるということを許容し、情報や資料を収集・分

析することで、迅速な実証と社会実装の実現を図ることを基本理念として規定していると

いうところでございまして、本計画はこうした理念が必要なものだと認めて、意義がある

と考えております。 

 次に、本実証計画の内容でございますが、御説明がありましたように、実証の具体的な

実施方法、参加者などの範囲、参加者との合意の取得方法などについて適切に設定される

と考えておりまして、実証が円滑かつ確実に実施される見込まれるものでございます。 

 最後に、今度は規制所管の観点でございますけれども、本実証計画に関係する経済産業

省所管の法令について申し上げます。 

 計量法につきましては、第13条第１項及び第３項におきまして、政令で定める特定商品

の販売事業に関しては、その特別商品をその特定物象量に関し密封するときは、量目公差

を超えないように、その特定物象量の計量をし、その容器または包装に、当該特定物象量

を表記し、表記する者の氏名または名称及び住所を付記しなければならないとされてござ

います。この規定は、特定商品の販売の事業を行う際に適用されるものでございますが、

本実証は無償提供であるということから、その適用を受けるものはないと考えてございま

す。 

 また、資源の有効な利用の促進に関する法律24条及び「ポリエチレンテレフタレート製

の容器であって、飲料又は特定調味料が充てんされたものの表示の標準となるべき事項を

定める省令」第１条において、容器に表示しなければならない事項が規定されていると。

他方で、この容器には、これはまた別の法律でございますが、容器包装に係る分別収集及
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び再商品化の促進等に関する法律第２条におきまして、商品の容器及び包装と定義されて

ございまして、ここにおける商品とは、売買の目的物の財貨と解するところ、本実証にお

いて提供される製品は無償提供でございますので、こちらも商品ではないと考えられます。

そのため、同法第24条及び同省令第１条の適用を受けるものではないということでござい

ます。 

 以上のことから、本実証計画は、経産省の所管に係る関係法令に違反するものではない

と考えてございます。したがいまして、私どもとしては、本実証計画は認定すべきと考え

ております。 

 経済産業省からは以上です。 

○依田審議官 続きまして、食品表示法所管の消費者庁のほうから御説明します。 

 消費者庁で食品担当の審議官をしております依田です。 

 まず、食品表示法の趣旨でございますけれども、今の資料の関係法令等で確認をしてい

ただきたいと思います。 

 先ほどの日本コカ・コーラ株式会社の御主張のとおりでございますが、確認すべきは、

この食品表示法に基づいて、いわゆる販売される食品に食品表示基準に基づいて表示規定

を行っているところでございます。これは、消費者に対して適切な商品選択の機会を確保

するということで、基本は物と物の対応ができるということ、いわゆる、個々に表示する

ということになっております。ただ、食品表示法の第１条を見ていただきますと、これは、

無償提供であっても対象になり得るということでございます。これは、食品表示法自体、

旧JAS法と食品衛生法の流れをくんでおりまして、特に、ここは食品衛生法の考え方を継承

しているものでございます。御案内のとおり、非営利目的であり、無償提供であったとし

ても、原則、これは食品表示法の適用になり得るということでございます。 

 ただし、今回の実証事業の試みは、特定の社員の方に対して供出し、それが無償提供と

いうことでございます。この第１条の括弧書きの「不特定又は多数の者に対する販売以外

の譲渡」は対象になり得るのですが、本件、実証を計画どおりに実施していただければ、

これは、特定かつ少数に当たると考えられますので、食品表示法上の販売には該当しない

ということでございます。 

 この実証事業について、食品表示部局としても非常に関心を抱いております。といいま

すのも、ベンディングマシーン、自動販売機になりますと、実際、個々の商品は消費者に

は見えないわけです。その場合に、どうやってベンディングマシーン内にある製品につい

ての情報が得られるのか。これは国際的にも議論になっておりますので、この実証事業に

ついては非常に意義があるものと思っていまして、私どもとしても注視して見守りたいと

思います。 

 結論としては、産業競争力強化法第８条の２第４項各号のいずれにも適合するものであ

ると認められますので、消費者庁としても認定すべきと考えます。 

○安念委員長 ありがとうございました。 
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 それでは、委員の皆様から御発言をいただければと存じます。どなたからでもどうぞ。 

 板東委員。 

○板東委員 ありがとうございます。板東と申します。 

 申請者に幾つか御質問、それから、消費者庁のほうに御質問させていただきたいと思い

ます。１つは、この実証実験自体は、対象が特定であり少数であり、無償提供ということ

ですが、今後、販売を幅広くということをお考えなのだと思うのですけれども、そのとき

に、表示の意義というのをどう考えるのかということです。これは、むしろ消費者庁のほ

うにお聞きすべきなのですけれども、食品の場合に、特に表示で重要だと思いますのは、

１つは、水などは栄養とかはほとんど問題がないので水以外の清涼飲料水を含めて考える

と、アレルゲンをどうアピールするのか。あるいは、消費期限、賞味期限のようなところ

をどう考えているのかということです。 

 それから、もう一つは、ここにもお客様相談室の記述がありますけれども、何かあった

場合にどこにアクセスできるのか。これはむしろ飲んだ後の場合になりますので、飲む前

に表示されても、そこのところは覚えていないからというようなことになります。消費者

にとって健康であったり安全であったりということに関して重要だと思われる表示の中で

も、特に重要だと思われる情報が、事前のベンディングマシーンの表示で足りるかどうか

ということは、これから確認されると思うのですけれども、その辺り、将来に向けて申請

者のほうでどのようにお考えなのか確認させていただきたいと思います。 

 今の点は消費者庁にもお聞きしたいところで、特に食品表示でも提供する安全とか健康

ということについて、どこまで、いつ確認できればいいのかという問題というのは悩まし

いところがあると思うのですけれども、この辺りのポイントをどのようにお考えなのかと

いうところをお聞かせいただきたいと思います。 

 実証実験の中身自体は非常にサステナブルな社会の実現というところでも意義ある部分

だと思うのですけれども、もともとの食品表示の狙いとするところをどう実現できるのか

どうかについてのお考えを双方にいただければありがたいです。 

○安念委員長 まず、コカ・コーラさんからお願いします。 

○中川氏 ありがとうございます。今、まさに御意見をいただきました、安全性並びに消

費者の方に伝えるべき情報がきちんと伝わるのか、また、どういったときにどこにアクセ

スすればいいのかといったところにつきましては、非常に重要なポイントだと考えていま

す。こちら、実は、ラベルレス製品というものは、何も表示しなくていいよというもので

はあるのですけれども、全国清涼飲料連合会という日本で一番大きな清涼飲料業界の業界

団体から自主ガイドラインというものが制定されております。したがいまして、加盟して

いる企業は、常にそちらに従わなければならないものでございます。 

 こちらで、ラベルレス製品につきましては、６つの事項を必ず何らかの形で表示してく

ださいという形で指示されております。 

 １つ目は、社名または社名を特定できるというものでございます。 
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 また、商品名またはブランドを特定できること。 

 並びに、製造所固有記号。製品を造ったところでございますね。 

 それから、アレルギー表示、並びにアスパルテームを使用したときには「Ｌ-フェニルア

ラニン化合物を含む旨」というのを書きなさいという部分があるのですけれども、そちら

も、もし使っているのであれば付記する。表示する。 

 それから、商品、製造した企業に関する問合せ先、電話番号です。 

 それから、消費期限。 

 そういう形で、おおよそ安全性に関わる、品質に関わる基本的な情報といったものは、

この製品のキャップもしくはボディ、いずれかに印字もしくは刻印、表示方法は決められ

ていないのですけれども、何かしらの形で表示してくださいということです。 

 手元にちょうどサンプルがあるのですけれども、こちらをよく見ていただきますと、色々

なものが刻印されております。弊社の製品のロゴであったり、弊社の社名であったり、あ

るいはリサイクルマークとかも載せているのですけれども、キャップのほうには問合せ先、

側面には消費期限並びに製造番号。そういう形で、今、御懸念いただきました事項は、製

品一つ一つに、消費者の方にお届けしなければならない安全性、品質に関する事項という

ものは全て網羅されているという認識でございます。 

○安念委員長 先ほどの相談先も、このラベル以外のどこかに書いてあるのですか。 

○中川氏 キャップの天面に。 

○安念委員長 そうすると、先ほど板東先生がおっしゃったのは、例えばアレルゲン、賞

味期限、それから問合せ先でしたよね。ラベル以外で全部分かるんだ。 

○中川氏 一応分かるようにさせていただいております。 

○安念委員長 分かりました。ありがとうございます。依田審議官。 

○依田審議官 食品表示基準の適用の関係でございます。 

 こちらについては、先ほど申し上げましたとおり、食品表示法は、製品の品質を消費者

に提示させるという趣旨の旧JAS法と、食品の安全、食品衛生を管轄する食品衛生法の流れ

をくんでおります。これら食品表示行政を消費庁に一元化するということで、消費者庁の

ほうの所管を移した後に、食品表示法を制定しました。 

 食品表示法におきましては、容器包装次第です。つまり、消費者の皆様に、この製品自

体と、例えば賞味期限と消費期限等の食品表示に関して、一対一の対応関係が明らかにな

らないと、仮にネットやベンディングマシーンの表側にそれが書かれていたとして、実際、

このものが、この消費期限とか製造年月日、製造年月日から起算する消費期限を保証して

いるものとは必ずしも限らないと考えます。基本的に、これは国際的にも同様であり、容

器包装に表示するということが原則です。 

 その対象としましては、今、先生の御指摘にありましたように、もちろん、製品の名称

から始まりまして、原材料やアレルゲン表示等がございます。アレルゲン表示については、

義務表示となっているものが、今８品目ほどございますが、これらはいわゆる特定原材料
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といい、ここは、その製品に表示する必要がございます。 

 ただし、一部、例外がございまして、清涼飲料水の類につきましては、賞味期限、消費

期限については省略できます。一部例外規定がございますけれども、趣旨としましては、

消費者が、手に取る商品自体に、きちんと食品表示法に伝達する義務が課されている食品

表示がなされ、その情報が適切に伝達できており、商品との関係で突合できるかというこ

とでございます。今回の実証事業などで私どもも注目しておりますのは、この商品と、自

動販売機の表面に出ている情報とで突合関係ができるのかどうかというところが、技術的

に可能なのか。技術革新の関係で、バーコードやQRコード等で突合できるという技術開発

ができるという話も聞いておりますけれども、この辺りは私どもも注目しているところで

ございます。 

○安念委員長 ありがとうございました。 

 それでは、増島、大橋、石井、小黒、各先生の順番で御発言をいただきたいと思います。

御発言の方がたくさんいらっしゃいますので、誠に申し訳ありませんが、御発言、それか

ら、お答えいただく場合も、できるだけ簡潔にしていただけると大変ありがたいと存じま

す。まず増島先生、どうぞ。 

○増島委員 すみません。私のは今の御回答で実は解決しました。ありがとうございます。 

○安念委員長 よろしいですか。解決しましたか。 

○増島委員 はい。大丈夫です。 

○安念委員長 ありがとうございます。 

 大橋先生、どうぞ。 

○大橋委員 ありがとうございます。 

 ２点あるのですけれども、１点目は、計６か月の期間のうち、最初の３か月は無償提供

を通常製品でやるとおっしゃっているのですけれども、これは、無償提供に慣れてもらう

ということが最初の３か月の趣旨なのか、私の理解が間違っているかどうかを確認させて

いただければというのが１点です。 

 ２点目は、製品情報についての認識について、この実証実験でどうチェックをするのか

ということですけれども、ラベルレスを購入した人、ラベルつきのみ購入した人、双方購

入した人、そういうような形で、消費者を分けたりすることで明らかになることもあるか

なとも感じまして、今回、記載には詳細がないような気がしたものですから、そういうと

ころだけ指摘をさせていただきました。ありがとうございます。 

○安念委員長 ありがとうございます。中川さん、いかがでしょうか。最初の３か月のお

話。 

○中川氏 御質問をいただきまして、ありがとうございました。 

 こちらは、慣れていただくというよりも、ラベルレス製品を導入することによって、ど

ういう行動変容が起きるかといったことを確認するために、最初は、ラベルのついている

ものだけを提供させていただいて、後半は、ラベルなしというもの提供させていただくと
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いうことでございまして、慣れていただいても結構でございますけれども、慣れていただ

くというものではなく、データを比較するためという目的でございます。 

 それから、ラベルつき製品を、いわゆる、どのような製品を購入されたかといった個人

の行動を特定できるかといった点につきましては、こちらは、まだ、同意を取るというか、

参加者にアクセス権を付与するといったところを工夫することによって、データそのもの

は取れる可能性がございます。こちらにつきましては、検討課題として、こちらで預から

せていただければと思います。 

○安念委員長 大橋先生、よろしゅうございますでしょうか。 

○大橋委員 製品情報の認識がやはり重要だと思いますので、ぜひ御検討を。ありがとう

ございます。 

○安念委員長 ありがとうございました。それでは、石井先生、いかがでしょうか。 

○石井委員 ありがとうございます。 

 御質問としまして、最初に、会議室で参加されている先生から御質問があったように、

表示の趣旨がどうかというところは一番大事な点かなと思いました。おおむね御回答いた

だきましたが、その関係で追加でお聞きしたい点があります。 

 まず、１点目は、業界団体に加盟されている事業者さんがどれぐらいいらして、今回は

コカ・コーラさんの実証実験ですけれども、これが進んでいったときには、業界団体の自

主基準で、ボトル自体に表示しなければならない項目、最低限の情報というのは、これは

ほかの事業者さんも同じようなことをしようとするときに、同様に遵守してもらえるよう

なものになってくるのか。自販機で売られている商品がほぼほぼ、今回の６項目の表示を

しなければいけないというそのルールが守られるような流れになってくるのか、ちょっと

先の話かもしれないですけれども、確認させていただきたいなと思いました。 

 それから、QRの技術開発というのは、私は非常に大事だなと思っています。これは、あ

る程度現実味を帯びたものとして進んでいるのかという点をお聞きできればと思います。 

 それから、もう１点、将来構想のところと関係しますが、確かに実証実験の範囲、実証

計画の範囲であれば、販売の概念に当たりませんという整理でいけるとは思いますが、消

費者がどう認識するかという点も考えておく必要があるかなと思っております。例えば「い

ろはす」のラベルレスがAmazonで売られているとすれば、「いろはす」のラベルだから大丈

夫というように消費者は安心するのではないかと。そのラベルデザインなど、商品と表示

が一体化する形で、消費者が安心かどうかを判断するという面があるのではないかと。そ

うなると、最初から、既に著名な商品がラベルレスになる場合と、必ずしもそうでない新

しい商品をラベルレスとして出す場合というのは、扱いが変わってくるといいますか、消

費者の認識が変わってくるのではないかと思いますので、対象となる商品、全てにおいて

ラベルレスにしていくのか、ある程度、著名になったもので消費者の安心感も得られてい

るとおぼしきものからやっていくのかとか、その辺について追加でお聞きできればと思い

ました。以上です。 
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○安念委員長 ありがとうございました。 

 石井先生、第１点目の御質問は、業界団体に加わっていないアウトサイダーの人にもル

ールを守ってもらえるようになるのかという御趣旨の御質問でよろしいでしょうか。 

○石井委員 業界団体に属している事業者さんは、ほぼ自販機で売られている商品を扱っ

ておられて、この業界団体に自主ルールが利く形になっているかという質問です。 

○安念委員長 業界団体内の話ですね。分かりました。 

○石井委員 次に、アウトサイダーも守ってくれるのか、もし教えていただけるなら回答

を伺いたいです。 

○安念委員長 その他というのはなかなか難しいだろうけれども、中川さん、どうでしょ

うか。 

○中川氏 御質問いただきまして、ありがとうございます。 

 まず、１点目、業界団体に属している者が、このガイドラインを遵守するのかといった

点につきましては、遵守しなければならないものという認識でございますので、まずはそ

こを御安心いただければと思っております。 

 一方、アウトサイダーにつきましては、いわゆる強制力を持たないものですので、業界

団体としては、もしそういうものを見つけたら、ガイドラインに準ずるようお願いをする

という姿勢でしか望めませんので、おっしゃるとおり、アウトサイダーの方々が、将来的

に同じように６つの必要事項を表示するということにつきまして、業界団体としてお願い

をしていくような活動をしていく必要があるのではないかと思っております。 

 ２点目に御指摘いただいたQR等の技術の開発といったところでございますけれども、技

術革新というのは確かに色々あると思っておりまして、QRコードもそうですし、ボトルに

直接レーザー印字で表示をするといった技術もございますが、まだまだ開発途上でござい

まして、商品化に結びつけるにはまだまだ工夫が必要かなと思っております。 

 ですので、こちらの技術革新といったものが、現状の商品に反映することができるタイ

ミングで、またいろいろ御検討いただければと思っております。よろしくお願いします。 

○依田審議官 消費者庁でございます。 

 確認でございますけれども、私どもとしては、今回の実証事業は、特定かつ少数という

中での実証であって、仮に、実証結果でよい結果になったとしても、それを一般消費者に

広げて「ラベルレスでいいじゃないか」ということにはならないと考えております。 

 今、先生方のお手元のペットボトルに掲示されている食品表示は、食品表示法で義務づ

けられているものでございまして、これは基本的に、この商品との対応関係が担保されて

いるという前提でございますので、食品表示基準に従ったものは、全部ここで表示してい

ただかなくてはいけないのが原則です。その上で、QRコードで代替できるかどうかは、私

どもも、今、国際的な議論の場でも話し合われているところでございますが、これはなか

なか難しいです。やはり、どうしても、QRコードで代替しても、この商品との対応関係が

できないというところです。ここがクリアできないものですから、各国ともそこは頭を悩
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ませています。 

 その上で、例えば災害が起きたときでも、表示をして情報を伝達した商品を提供しなく

てはいけないのかといった、特殊なケースでどうするかという議論は別途ありますけれど

も、一般的な消費者の選択に資するという観点では、基本的には表示することが原則です。

その点、念押しさせていただければと思います。 

○安念委員長 分かりました。石井先生、よろしゅうございますか。 

○石井委員 後半のほうの質問にお答えいただいているわけではないと思ったのですけれ

ども、QRについては、今回の実証計画については十分御回答いただいていると思いますし、

販売に該当しないと、こういう解釈も特段異論があるわけではないと。ただ、商品自体が、

よく知られているものかどうかという点について、違いは生じないのかという質問だった

のですけれども。 

○安念委員長 その点についてはコカ・コーラさんに伺えばよろしいですか。 

○石井委員 はい。お願いします。 

○安念委員長 知名度の高い商品には導入可能だろうけれども、新規参入みたいなブラン

ドだと難しいのではないかという御指摘だったと思いますが、どのようなお考えでいらっ

しゃいますか。 

○中川氏 ありがとうございます。 

 なかなか難しい質問になるのですけれども、やはり、メーカーとしましてはブランディ

ングというものはとても大事でございます。ですので、このラベルレス製品というものは

ブランディングが非常に難しいと思っております。したがいまして、最初に知名度がつい

てそれからラベルレス。といった流れが自然かなと考えております。 

○安念委員長 その点は、石井先生の御指摘のとおりなのでしょうね。ありがとうござい

ました。 

○石井委員 ありがとうございます。 

○安念委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に小黒先生、お待たせいたしました。 

○小黒委員 ありがとうございます。 

 手短に。１点目は、実は大橋先生と同じ質問だったので省かせていただきまして、２点

目が、今の問題と関係するのですが、食品表示法の「特定多数」という概念がありますが

が、この「多数」はどの辺までの範囲を意味するのでしょうか。例えばですけれども、よ

く温泉街とかでまんじゅうとかを配っているお店とかがありますよね。１日に何人か来て、

例えば30人とか40人とかに配ったりしているのもあると思うのですが、あれは、そのまま

直接配っていて、何か書いているわけではないので「試作品です」と配っている場合もあ

りますよね。その場合、例えば１日50人配っていたとしても、１か月だと1,500人ぐらい配

っているのだと思うのですけれども、１日50人だったら少数なのかどうかというのもあり

ますし、お伺いしたのは「多数」というのがどういう概念なのかということだけ確認させ
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ていただければと思います。 

○安念委員長 依田審議官。 

○依田審議官 ありがとうございます。この「多数」は「不特定」とセットと考えていた

だければと考えておりまして、今回の件も、社員さんが特定されていて、かつ、それを少

数とみなしているわけです。今、先生がおっしゃったような不特定でありますと、仮に食

中毒が起きた場合に、遡って誰に配付したのかが分からないということですので、基本、

加工食品といった包装食品に関しては、きちんと食品情報の表示を義務づけるということ

になっております。 

 応用問題として外食という場合がございますが、先生がおっしゃったように、このケー

スは、作っている人が目の前にいますので、消費者が「これは何が入っているんだ」と知

りたい場合、その場で説明を求め回答を得ることができます。しかも、包装はしないとい

うことであり、まんじゅう自体に表示をすることもできませんので、その場合は、表示の

義務の対象ではないという整理でございます。 

○小黒委員 分かりました。ありがとうございます。 

○安念委員長 では、西村先生、落合先生の順でお願いいたします。 

○西村委員 ちょっと変な質問になるかも分かりませんが、そもそもこれは何のためにや

るのか。無償で提供して行動変容が起こるかどうかを見る、そこで出てきた結果をどう使

われるのか。よければ無償でずっと進められるのか、それとも、これの結果をもって、こ

のままだと販売に際して食品衛生法を改定しなくてはいけないのか、これがちょっとよく

分からないです。この辺は消費者庁に聞きたいのですけれども、この結果をもって何が起

こるのかというのがよく分からなくて、もし、法改正が必要であれば、法改正とか何かの

規定を変えなくてはいけなくなるときに、ここで得られる情報は、法改正に必要十分なも

のなのか、そういうところがよく分からない。 

 これだけのお金とこれだけの人たちをかけて実証するので、何を結果として得たいのか

というのが、産業競争力強化法ですから、無償で配るためのことをやるためではないと思

うし、法改正をして、こういったものの表示を変えていくというのであれば、今回の表示

が変わってしまうと、ほかのものに相当影響しますよねということになると、これをどう

吸い取るのかも含めて、その結果をもって何をするのかというのは分からない中で、その

実証実験を本当にしていいのかというのが、私にはちょっと判断がつかなくて確認をさせ

ていただければと思います。 

○安念委員長 まずは申請者さんに伺います。 

○中川氏 今回の試験の目的なのですけれども、将来的に目指しているところは、自動販

売機によるラベルレス製品の販売でございます。それを実現するためには、様々な法律、

規則等があるところではございますけれども、私の考えとしましては、現存する法律とい

うものは、しっかりした法体系を持っていますので、それそのものを変えてくれというこ

とをお願いする気は全くなくて、あくまでも自動販売機というこの機械を容器・包装の一
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部とみなすことができるかというところかと思っております。 

 なので、こちらのみなせるという判断を、省庁の方々で判断していただければ実現する

ことは不可能ではないです。すなわち、法改正ではなく、関係する省令なり、あるいはQ&A

といったところで確認していただければ十分ではないかと思います。 

○安念委員長 消費者庁さん、何か御見解はおありですか。 

○依田審議官 基本的に、この実証事業について注視させていただきますけれども、仮に、

特定される消費者の方が「ラベルレスのほうがいいよね」と言ったからといって、自動販

売機で販売する商品に関して、食品表示基準を適用しなくてもいいということにはならな

いと思っております。いろいろ論点はございますけれども、最も頭を悩ましていることは、

一対一の突合の部分です。自動販売機の中に入っている商品と食品表示の情報がリンクし

ているのか、ここが担保される制度があるのか、それを措置しようとすると膨大なコスト

がかかってしまうという話も気にしております。その辺りが担保されないと、この実証事

業で有効性がが示されたとしても、自動販売機での販売、あるいは特定の無償譲渡でも同

じだと思うのですけれども、その自動販売機での販売に対する特例的な扱いを認めるとい

うのは現状難しいと考えております。 

○日本コカ・コーラ株式会社 一点だけ補足させてください。 

 おっしゃるとおりでして、一対一の情報提供というのが非常に難しいと考えております。

今回、私どもが提案させていただいておりますのは、実際にベンディングマシーンに詰め

る製品を包装している段ボールに表示されている情報をそのまま提示するといったことを

検討しております。すなわち、中身と外は一対一関係にあるということでございます。こ

の関係性を維持することができれば、今、御懸念いただきました一対一の情報といったも

のは含まれます。 

○安念委員長 今後、法制化がなされるかどうかを検討する際の極めて重要な点というこ

とになったわけでしょうね。現段階で答えが出せるものではないことはよく分かりました。 

 そのことは、リサイクルが容易になることによって得られる社会的便益と比べるという

ようなことに結局はなっているといくという印象を受けました。ありがとうございました。 

 それでは、落合委員、いかがですか。 

○落合委員 御説明、ありがとうございます。 

 今後、どういう取組を進められるかに当たっては、物と外部に存在する表示とのひもづ

けをどういう形で担保できるかが一番重要な論点だと認識いたしました。そうすると、例

えば、ボトルを見ますと、番号が振ってある部分もありまして、製品の番号、バーコード

という形で振っていると思いますが、何桁あると全部うまく付番できるか決めていただい

たほうがいいと思いますが、こういう情報を表示しておいて、外にある表示する仕組み、

それはベンディングマシーンもそうかもしれません。そういう表示で、ボトルに書いてあ

る番号と商品説明の番号が対照できるような仕組みを、ボトルに商品番号を印字をするの

と、その数字の振り方を決めれば、ある程度、外部の説明内容を準備すれば、外部に書か
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れている説明内容との対照は取れるようにも思います。この現在の商品の包装自体も、改

ざん不可能なところまでボトルに固定されているわけではないと思いますので、一定の代

替手法になりそうに思いますが、この辺りはどういう問題があるのでしょうか。ぜひ、消

費者庁にこれは教えていただければと思います。 

○安念委員長 では、依田さん。 

○依田審議官 鋭い御意見でございまして、物と物との関係は、日本コカ・コーラ株式会

社が一番よく御存じですけれども、おそらく製造年月日を起点としてロット番号を振って

おりまして、ロット番号は、いずれもどこかに表示されているわけですが、果たして、消

費者がロット番号という表示でもって、いわゆる義務表示の情報にきちんとアクセスでき

るかという懸念がございます。次にアクセスの問題があり、高齢者の方も含めて、スマホ

を持っていない方もいらっしゃいます。しかしながら、スマホの保有率も相当高まってき

ましたので、その辺りをどうするかという話は、今、国際的にも議論されております。 

 おっしゃるとおり、紐づけの手法としてどうするかが課題としてあげられます。そのロ

ット番号も、日本コカ・コーラ株式会社であれば、ロット番号を振り出すということがで

きるのですけれども、おそらくメーカーそれぞれで違うと思いますので、その辺りの実態

もよく検討させていただければと思っています。 

○落合委員 ロット番号から引いていくと、結構個別商品ごとになりそうな気がしますが、

商品の種類ごとに、商品の型番のような、会社名や型番を入れるようにして並べてた番号

を、もう一行つけていただいたほうがいいのではないでしょうか。そして、そこを目立つ

ように大きく振っておいていただくことが考えられます。 

 また、例えば、スマホを持っている方でなければ使えない、電子決済をできるような自

販機があると思いますが、電子決済できる人にだけネットで表示するものも売れるように

すれば、その方は少なくともネットを使えることは間違いないということだと思いますの

で、消費者への配慮にはなると思います。例えば自動走行について、規制改革推進会議で

議論したときに、自動走行車などでのキャッシュレス決済の組み合わせの議論を行ったこ

とがあったように思います。 

今後の、少なくとも、こういう番号の振り方ができるかどうか自体についてもいかがで

しょうか。 

○安念委員長 これは事業者さんに伺ったほうがいいのでしょうか。何か、現時点で見込

みのようなものはありますか。 

○中川氏 あるといえばあります。非常に鋭い御指摘の点だと思っております。ただ、私

どもも、製品情報を製品に紐づけて提供するといったことは、いろいろと検討して、実際

にやったりしてはおるのですけれども、今おっしゃられたような、固有の記号を製品に付

与して、その記号から製品情報を引き出すという仕組みをもしやるのであれば、例えば製

品情報を行政に登録するという、登録制度をつくっていただいて、そこに番号を付与して、

その番号を紐づけて製品にインポートする。そういうやり方であれば、間違いなく情報を
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お伝えすることは可能になるのかなと思っております。 

○落合委員 ありがとうございます。仮定の話ではありますが、実証していく中で、どう

いう形であれば売れるのかを考えるヒントは、この会議で議論する中でも見つけていただ

けるといいかと思いました。その方法を必ず実装してくださいというものではないのです

が、次につなげるような形での構想も御検討いただければと思っております。 

○安念委員長 ありがとうございました。林先生、いかがでしょうか。林先生、程先生の

順番でお願いいたします。 

○林委員 手短に。このラベルレスの商品は、世界的な流れからいっても確実に売られる

ようになっていくと思うので、その中で、どのように、消費者庁、経済産業省も含めて、

法解釈あるいは変えていくのかというのがすごく問われるのかなと思うのですけれども、

その中で私は、これが、必ず商品化されると思うのです。そのときに、知財がどのように

なっているのかということだけがちょっと気になっていて、特許とか意匠法とか、いろい

ろな形で知財を取ったときに、こういうラベルレスで売るということに、今、日本コカ・

コーラがすごく力を注いで、いろいろな実証実験をやって商品化する。そうすると、逆に、

コカ・コーラしかできなくなるのか、それとも、その知財は一般公開して、ほかの会社も

含めてできるようになるのかという、そこだけが気になっていたのですけれども、日本コ

カ・コーラの方に聞いてもいいでしょうか。 

○安念委員長 お考えはありますか。 

○中川氏 ありがとうございます。ラベルレス製品というのは、いろいろな法律によって、

ラベルレスはこうだよという規定はなくて、いろいろな法律の解釈を組み合わせることに

よって成り立っている製品ですので、固有の何か特定するようなものもありませんし、知

財といったものについても。こちら、今回、実証実験をやらせていただいている中で、や

ろうとしていることは全て公開されますので、我々が持っている特殊なアプリケーション

を使うという前提ではなく、外箱を掲示するというものですから、コカ・コーラが知財を

独占するものでは無いと考えます。 

○林委員 分かりました。ありがとうございます。とても楽しみにしています。 

○安念委員長 そうですよね。ありがとうございました。 

○林委員 この委員がみんな質問するというのは、本当にそれだけ期待しているというこ

とだと私は思っています。 

○安念委員長 それはそのとおりですよ。長い間委員長をやっていて、これほど議論が盛

り上がったのは初めてです。程先生、いかがでしょうか。 

○程委員 実は、最後になってきてきたので、先ほどの西村さんとか今の林さんの質問に

かぶるところがあるのですけれども、まず、コカ・コーラさん、こういった取組をやって

いただいてありがとうございます。非常に評価したいと思います。 

 私自身、化学メーカー、ペットボトルの原料をつくっている会社の役員とか、インクジ

ェットのヘッドの技術を持っている会社の役員とか、また、プラスチックのリサイクルの
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施設を運営している会社の役員もやっていますし、実は、あと飲料メーカーの顧問もやっ

ているので非常に興味深い領域だと思います。 

 既に出てきましたが、この実証実験は、森ビルさんの協力で、ある意味では、非常にデ

ータとしては限られて、もしかしたらちょっとバイアスがかかっている会社からもしれま

せんけれども、会社が問題というわけではなく、非常に都会のど真ん中にある会社なので、

地方の会社と違ってくるかもしれませんが、コカ・コーラさんにお聞きしたいのは、この

実証実験、やってみてからいろいろ次を考えるという、こういう実証実験を積み重ねてい

こうというような構想があるのか。 

 あと、先ほどちらっとあった知財に行く前に、非競争領域として、他の飲料メーカーさ

んを束ねて、次のステージからこれを業界ムーブメントにしていくのか、その辺、今、ま

だ始まっていない中で難しいかもしれませんけれども、今後の巻き込み方、業界とか、あ

と、実証実験を積み重ねていくロードマップがもしあれば教えていただきたいと思います。 

○安念委員長 ありがとうございます。いかがでしょうか。 

○中川氏 御質問いただきまして、ありがとうございます。 

 おっしゃるとおりでして、今回、この試験だけでいいのかといったところは、正直申し

上げまして何とも言えないところがあると思っています。検証はこれだけでは足りないと

ころもあるかと思いますので、まずは一度、こちらを試験させていただいて、出てきたも

のから、次どうするかといったところを、また改めて皆様に御相談させていただきたいと

思っております。 

○安念委員長 ありがとうございました。そういうことでございました。 

○程委員 ありがとうございました。 

○安念委員長 それでは、御発言は大体尽きましたでしょうか。どうもありがとうござい

ました。 

 それでは、申請者さんと主務省庁の皆様はここで御退席ください。どうもお疲れさまで

した。ありがとうございました。 

○日本コカ・コーラ株式会社 ありがとうございました。 

（申請者、主務省庁退室） 

○安念委員長 それでは、事務局より、当委員会の意見案について御説明をお願いします。 

○岡田企画官 本件申請案件について、認定する見込みであるとしている主務大臣の見解

は適当であると考えております。 

○安念委員長 ありがとうございました。適当であるというのが意見案でございます。 

 それでは、お諮りいたします。当委員会として、認定見込みとしている主務大臣の意見

は適当とすることに御異議はございませんでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○安念委員長 御異議なしと認めます。ありがとうございました。本委員会としてそのよ

うに決しました。 
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 続いて、フォローアップ案件に移ります。 

 申請者と主務省庁が入室いたしますので、お待ちください。 

（主務省庁入室） 

○安念委員長 それでは、フォローアップ案件に入ります。 

 まず、ブロックチェーン技術を活用した電子的取引に係る第三者対抗要件に関する新技

術等実証６件のフォローアップを行います。 

 それでは、主務省庁の経済産業省と法務省から、合わせて５分程度で御説明をお願いい

たします。 

○蓮井審議官 ありがとうございます。 

 それでは、まず、経済産業省からでございます。大臣官房審議官経済産業政策局の蓮井

でございます。 

 本日、議題として御指摘いただきました、ブロックチェーン６案件のフォローアップに

ついて御報告させていただきます。 

 これまで、産業競争力強化法上の債権譲渡特例を活用した社会実装を見据え、ブロック

チェーン技術を駆使した電⼦的取引に係る第三者対抗要件に関する実証として６件の認定

をさせていただきました。この案件の進捗状況及び通知・承諾の類型について御説明を申

し上げたいと思います。 

 この６案件について振り返ってみますと、三菱UFJ信託銀行株式会社、アクセンチュア株

式会社、株式会社みずほフィナンシャルグループ、オーナーシップ株式会社、株式会社

BOOSTRY、レヴィアス株式会社、これらの各事業者が実証を行ったものでございます。 

 これらの案件の目的としましては、産業競争力強化法第11条の２の債権譲渡の通知等に

関する特例の要件を充足し得ることを確認するため、各事業者のシステムが円滑に稼働す

るかどうかの検証を行ったものでございます。 

 各案件でございますが、確定日付のある証書による通知・承諾と併用する形、要するに、

民法の原則と併用する形で、情報システムによる通知・承諾を実施しておりますけれども、

案件ごとに通知・承諾の実施方法は異なっているため、それを御説明いたします。 

 一番左側の三菱UFJ信託銀行株式会社でございますけれども、ブロックチェーン上の債

権譲渡人のノードから債務者のノードに対してトランザクションを配布することで通知を

行っているということでございます。 

 ２番目のアクセンチュア株式会社ですが、ブロックチェーン上の記録という形で承諾を

行っています。具体的には、債務者がシステム上において債権譲渡の承諾を行うと、ブロ

ックチェーン上に債権譲渡承諾がされた日時及びその内容の記録が作成され、それを承諾

とみなすというものでございます。 

 ３番目の株式会社みずほフィナンシャルグループでございますが、ブロックチェーン上

のブロックの生成という形で通知・承諾を行っております。すなわち、通知につきまして

は、債権譲渡人の署名、承諾については、債務者の署名によってブロックが生成され、そ
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れが通知の受取者であり、債務者や承諾の受取者である債権譲渡人・債権譲受人のアカウ

ントで閲覧可能になったことをもって通知・承諾と評価できると整理してございます。 

 ４番目のオーナーシップ株式会社でございますが、システム上で承諾する連絡を表示さ

せます。すなわち、債務者が、債権譲渡人に対して、トークンの移転による債権譲渡を承

諾する旨をマイページ上で表示させるというような形で承諾を行っています。 

 ５番目の株式会社BOOSTRYでございますが、ブロックチェーン上の記録という形で通知・

承諾を行っております。具体的には、債権者のトランザクションがブロックチェーン上に

記録されることや、債務者のトランザクションがブロックチェーン上に記録されることを

もって、それぞれ通知・承諾と評価可能でございます。 

 ６番目、レヴィアス株式会社でございますが、アプリ・システム上の通知という形で通

知・承諾を行っております。具体的には、債権の譲渡人から仲介事業者、仲介事業者から

債権譲受人に、それぞれ債権譲渡された際、債務者に対してアプリ上で通知が送信されま

す。債務者は、通知を受領した後、システム上で債権譲渡を承諾するという処理を行うも

のでございます。 

 次に、５年間保存の記録媒体について申します。同じく、産競法上の債権譲渡特例につ

きまして、省令で、債権譲渡の通知等の記録保存及び改変防止のための措置を規定してご

ざいます。この中で、債権譲渡の通知などがされた日時等の記録事項を記録した通知等記

録を５年間保存することを義務づけております。この５年間保存を行う記録媒体につきま

して、三菱UFJ信託銀行株式会社、アクセンチュア株式会社、株式会社BOOSTRY、レヴィア

ス株式会社は、ブロックチェーン上で記録します。他方、オーナーシップ株式会社はデー

タベースで保存しております。株式会社みずほフィナンシャルグループは、双方を併用し

て保存しております。ここではブロックチェーンと一概に表示していますけれども、各社

のシステムは、三菱UFJ信託のProgmat、アクセンチュア株式会社のSTOソリューション、レ

ヴィアス株式会社のLEVIAS Chain等々、案件によりシステムが異なるということにも御留

意いただければと思います。それぞれ各案件の現時点の状況でございますけれども、全て

の案件の実証は終了しているところでございます。６案件のフォローアップに関する御報

告は以上です。 

○安念委員長 ありがとうございました。 

 それでは、法務省は笹井参事官、どうもお待たせいたしました。よろしくお願いいたし

ます。 

○笹井参事官 よろしくお願いします。こちらの６案件の進捗状況につきましては、今、

経済産業省から御報告いただいたとおりでして、内容的にも詳細に御説明いただきました

ので、私どものほうから特に付け加えることはございません。 

○安念委員長 ありがとうございました。それでは、委員の皆様から御発言をいただけれ

ばと存じます。 

 増島先生、佐古先生の順番でお願いします。 
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○増島委員 御説明いただきまして、ありがとうございます。それぞれ無事に実証が完了

したということで、良かったかなとは思っています。 

 この債権譲渡の通知・承諾のデジタル完結について、現状、産競法の認定申請をすると、

とりあえずサンドボックスに入っててくださいという教示がなされまして、そちらで実験

の様子を見てみて認定するといった、そういう実務感が現状あるのですけれども、このよ

うなルーティンは引き続き実施していくのでしょうか。同様のプロジェクトがどのぐらい

追加で出てくるのかというのがちょっとありまして、特に、ブロックチェーンを用いたト

ークンについては、債権譲渡方式でないような方式が、今、模索もされています。他方で、

債権譲渡の通知・承諾のデジタル完結は別にデジタルトークンに限定した課題ではないの

で、今後は他にもシステムが出てくるかもしれないなと思いながら、これからの見通しを

お伺いした次第です。 

○安念委員長 ただいまの御質問は、経産省に伺えばいいですね。 

○増島委員 そうですね。 

○安念委員長 では、蓮井審議官、お願いします。 

○蓮井審議官 ありがとうございます。御指摘は、恐らく、サンドボックスが前置になっ

ていて、それで、やってから債権譲渡特例の新事業活動に行っているような運用になって

いないかという御指摘だと思います。それで事業者さんの負担が若干増えていないかとい

う御指摘だと思います。 

 これは、御指摘のとおり、新事業特例を活用する場合、これは新事業特例制度全般の要

件としまして、新事業活動が円滑かつ確実に実施されるというところを求めています。こ

れを、例えば、このブロックチェーンを使った債権譲渡特例にする場合に、システムが円

滑に作動するかどうか検証するという観点で、サンドボックス制度を活用して検証してい

るということかと思います。 

 もちろん、先生のおっしゃるとおりでございまして、必ずしもサンドボックスを前置し

なければいけないということは、おっしゃるとおり、どこにも書いていないわけでござい

まして、もちろん、事業者の方で、円滑かつ確実に実施できる、運用も回りますというよ

うなことがちゃんとお示しいただけるのであれば、最初から新事業活動のほうに進んでい

ただくのは当然あり得る話だと思います。 

 その上で、もちろん、事業者として、まず、サンドボックスのほうで、一度どのように

回るのかを検証してみたい、ということであれば、それはそれでやっていただくというこ

とだと思います。 

 いずれにしましても、私どもとしては、もともと、制度を立案した際も含めてでござい

ますけれども、規制改革を進めるに当たって、極力、規制改革に行くまでのリードタイム

というのはなるべく減らしていかなくてはいけないというのが基本でございますので、そ

ういった観点で、事業者の事情をよく伺いながら、ふさわしいやり方というのを適宜アド

バイス等させていただいている状況でありますが、もしその中で、「まず、サンドボックス
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でやってください。」という方に押し込むのではなく、むしろ適切な方法で、なるべく事業

者の負担にならないように、負担をなるべく少なくする方向で引き続き運用したいと思っ

ています。 

○増島委員 ありがとうございます。現状のサンドボックス実証のやり方は、通知・承諾

を古い紙ベースで取りつつ、「システムも回っていますね。」という話をしているみたいな

形になっているので、サンドボックスに入れると、システムが動くことを認定前に行政で

モニタリングできるという意味で、透明性は高まるのかなと評価することもできるように

思います。どのぐらい実験をモニタリングできているのか分からないので、透明性が高ま

っているのか分からないですけれども、プロセスなく認定するという話よりは透明性は高

まるかなという評価がありうるわけです。一方で、「サンドボックスに入れずにやってみま

した、うまくいきました。」という報告があって認定申請されるという流れと、サンドボッ

クスに入れたうえで報告を受けて認定申請されるという流れとの間で、どのぐらい有意に

物事が変わるのかなというのが少しありまして、「実際のところどんなものなのだろう。」

という点が分からなかったため、お伺いをしたという次第でした。 

○安念委員長 ありがとうございました。 

 それは、前置主義ではないということは、はっきりしているわけですね。ありがとうご

ざいます。 

○増島委員 ありがとうございます。 

○安念委員長 佐古先生、いかがでしょうか。 

○佐古委員 私は、制度面ではなく、技術面のところで発言します。資料では、例えば、

５年間保存の記録媒体で、ブロックチェーンかデータベースかと書いていただいています

けれども、そもそもブロックチェーンが何なのかという定義が、特に学術的にもあるわけ

でもなく、彼らが彼らのシステムをブロックチェーンと呼んでいるという以上の意味はな

いと思っています。このように比較の表で出てくると、「ブロックチェーンだから、審査が

通ったんだ。」というような見え方になってしまうことを懸念しているということをお伝

えさせていただければと思います。以上です。 

○蓮井審議官 ありがとうございます。御指摘のとおりだと思います。ブロックチェーン

ならば良いというようなイメージとか、あるいは文言ではなく、あくまで情報システムと

して債権譲渡に関わる特例のやり方というものが、ちゃんと円滑かつ確実に回っているか

どうか、それを検証して、それが法律上の要件に該当することによって、新技術活動でも

オーケーになりますよということを検証するということだと思いますので、佐古先生の御

指摘を踏まえて、我々もよく検証したいと思います。ありがとうございます。 

○安念委員長 ありがとうございました。他に御発言の方はいらっしゃいますか。小黒先

生、どうぞ。 

○小黒委員 まとめていただきまして、ありがとうございます。この通知の特例なのです

けれども、これをやっていて、全体を俯瞰して見たときに、どういう課題が見えてきてい
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るのかが少々分からなかったのですけれども、その辺を御説明いただくことは可能でしょ

うか。全体として見える課題というか、もしくはメリットです。 

○蓮井審議官 ありがとうございます。もともと、事業者さんとしても、先ほど増島先生

から御指摘があったように、紙とかそういったものではなくて、システム上でいいのでは

ないかという御指摘は、もともと事業者も考えてやっておられて、実際に、ブロックチェ

ーンなのかシステムなのかというやり方でやっておられますけれども、それについて具体

的に何か支障が生じたという話は、特段我々も聞いてございませんので、そういう意味で

は、まさにそういった手続を電子的なところでやれるようになることによって、大幅なト

ランザクションにおけるコストの削減等に資すると思います。 

 その上で、様々なシステムがございますので、その中でどれが良いのかという、各事業

者の競争領域に関わる部分かと思いますので、その中で、良いシステムが選択されていく

ということかと思います。 

 その上で、私どもとしましては、新事業特例があり、さらにそれが制度全体にどのよう

に効果を与えるかということも、評価委員会の皆様にも御評価いただきながら、今後、さ

らに規制改革も含めて検討したいと思います。 

○安念委員長 よろしゅうございますか。 

○小黒委員 委員のほうでも評価するのはあるのだと思うのですけれども、現時点で、経

済産業省でどのように見ていらっしゃるかというのを少しお願いします。 

○蓮井審議官 失礼しました。それについては、私どものほうで、今のところ、この運用

で、例えば、ブロックチェーンで、こういうところでトラブルや支障があった、という話

は伺っておりませんので、そういう意味では、一定の期間ではございましたが、それなり

に、ブロックチェーンなどの新しい技術を活用して、債権譲渡の特例という、従来のコン

ベンショナルなやり方だけではなく新しい技術を使うやり方でも、十分システムとして稼

働していけるのではないかという検証はかなり進んでいるものと認識しています。 

 ただ、例えば、５年間のデータを保存しなくてはいけないとか、それから、ISOをちゃん

と取得しないといけないとか、こういったところは実際取得しなくてはいけないとか、本

当に５年間保存できるのだろうかというところについて、さらによく検証が必要な部分も

あろうかと思いますけれども、それについても、特段、今のところ、取るべきものは取れ

ば良いということでしょうし、これによって問題が生じているという話は聞いてございま

せんので、むしろ早期に、次のステップに進んでいただければということは考えていると

ころでございます。実際に、この資料の中の事業者の中にも一部、次の新事業特例のほう

に進もうとしている事業者さんがいると伺っています。 

 そういう意味でも、こういったシステムがより円滑に回っていくと同時に、「何かトラブ

ルがあったときにどうするのか。」というところも含めて、我々も検証しながら規制改革を

進めていければと思っています。 

○小黒委員 ありがとうございます。 
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○安念委員長 ありがとうございました。指名債権譲渡は、もともと内容証明郵便でやっ

ていたのですからね。だから、そのメリットはもう説明するまでもないという世界なので

はないかと私は思っていました。小黒先生、御指摘をいだだきまして、ありがとうござい

ました。他に御発言の方はいらっしゃいませんか。 

 それでは、主務省庁の皆様はここで御退席をお願いしたいと思います。 

 次の案件についても出席される経済産業省の皆様は会議室の外で待機をお願いします。

次の案件の準備が整いましたら事務局でお声がけいたします。 

 委員の皆さんは少しお待ちください。 

（主務省庁退室） 

○安念委員長 それでは、事務局より、当委員会の対応について御説明をお願いいたしま

す。 

○岡田企画官 ただいまのフォローアップ案件について、経済産業省・法務省から説明が

ございました。委員の皆様におかれては、当委員会として、今後の対応について御意見が

あればお願いいたします。 

○安念委員長 何か御発言いただくことはございますでしょうか。よろしゅうございます

でしょうか。 

 それでは、お諮りいたします。当委員会として、本案件について、今後も必要に応じて

主務大臣等に対して報告を求め、フォローアップを継続していくこととしてはいかがかと

存じます。特に、実際にコマーシャライズするというか、商用展開できるのかという点は、

何人かの先生方から御指摘をいただきましたので、その点にも注視しながらフォローアッ

プを継続していくのがよろしいかと存じますが、いかがでございますでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○安念委員長 それでは、異議なしと認めます。当委員会としてそのように決しました。 

 次の案件の準備をいたしますので、各委員は少しお待ちください。 

（申請者、主務省庁入室） 

○安念委員長 岐阜県の関係の皆さん、それから、厚生労働省の関係の皆さん、大変お待

たせいたしました。申し訳ございませんでした。 

 次の案件に移ります。本件は、昨年８月の第５回新技術等効果評価委員会で、委員の皆

様の御審議をいただいた、岐阜薬科大附属薬局における災害対策医療品供給作業を用いた

過疎地域における調剤モデルに関する実証のフォローアップです。それでは、新技術等を

実証・実施した、岐阜薬科大学附属薬局の林先生から５分程度で御説明をお願いいたしま

す。 

○林氏 岐阜薬科大学の林と申します。よろしくお願いします。 

 今回は、災害対策医薬品供給車両を用いた過疎地域における調剤モデルに関する実証つ

いて御報告いたします。まず、この車両なのですが、2011年の東日本大震災で、こちらは

宮城県女川町立病院の様子なのですが、病院の１階が津波で損壊したということで、通常、
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病院の１階には薬局がございますので、そちらも損壊いたしました。通常、私たち薬剤師

が患者さんに薬を投与するときには、粉薬とかは、このようなてんびんとか分包機といっ

た設備を使って投与するのですが、東日本大震災のときは、こういった設備が被害を受け

たということで、薬があるのに患者さんに投与できないといったような事例がございまし

た。そこで、この災害対策医薬品供給車両といったものが、宮城県で震災の翌年に開発さ

れまして、これはキャンピングカーを改造した移動型の調剤室を備えた車両になります。

これが初めて活動したのが熊本地震ということで、熊本地震では、こちらの車は、当時３

台が活動しまして、私ども岐阜薬科大学の教員も活動に参加いたしました。この熊本地震

の翌年、岐阜薬科大学は、研究・地域貢献を目的として、モバイルファーマシーを導入い

たしました。モバイルファーマシーについては、熊本地震をきっかけとして導入が進んだ

のですが、全国でどのぐらい導入されているのか、こちらは、私どもの研究室で調査した

ところ、回答率は100％ではないので実数ではないのですが、約20台程度の導入にとどまっ

ているといったことがありました。導入しない理由としましては、お金の問題と人の問題、

それから、ふだん使えない、平時の利用制限があるから導入しないといった意見がござい

ました。ふだん使えない理由としましては、薬剤師法の規定で、薬剤師は薬局以外で調剤

してはならない。あるいは、薬機法、それから、薬局等構造設備規則で、この車両を、以

下、モバイルファーマシーと呼ばせていただきますが、モバイルファーマシーは、構造設

備上、薬局としては認められていない等、災害時しか利用できないなどの制限がございま

す。そこで、災害時以外でも使える道を見いだせば普及が進むのではないかといったこと

を考えまして、過疎地での利用を考えまして、今回、この過疎地域における調剤モデルに

関する実証を申請させていただいて、昨年８月30日に認定をいただきました。 

 実施したところは、岐阜県岐阜市の北部にあります岐阜県山県市です。特に、この山県

市の北伊自良地区といったところでは、交通の手段も不便で、バスが１日６本のみで、65

歳以上の方が人口の37％でしたけれども、車のない高齢の方には非常に不便な地域となり

ます。写真で見るとこのような感じで、山に囲まれた農村地帯です。こちらは無医村とい

うわけではなくて、伊自良北診療所という公設民営の診療所が１か所ございます。こちら、

診療時間は火曜と金曜の夕方１時間のみということで、これは町のほうから医師が１名出

張してきて診療しています。こちらは、近くに薬局がなくて、近隣の薬局まで９キロとい

うことで、車がないととても行けないということですので、院内調剤として、医師は手持

ちの薬を患者さんに投与するといったことをやります。１日大体３～６人程度の受診がご

ざいます。今回、私たちは、地域の住民は医薬分業のメリットを享受できていないといっ

たことから、無薬局地域において車両を活用して、医師の薬剤選択の幅の拡大、それから、

薬剤師による医薬品管理や服薬指導といったことで「医療の質の向上」「医師の負担の軽減」

を実現できるかどうかを実証いたしました。 

 この実証では、2022年９月の１か月間は、比較対象としまして、診療所に薬剤師を派遣

する院内調剤の形を１か月実施し、10月から３月までの６か月間で、診療所の隣接地に車



27 

 

両を用いて処方箋調剤、いわゆる調剤薬局のような形で調剤を行いました。こちらはその

ときの様子なのですが、車両の横に車両に附属のテントを持ってきて、こちらを患者さん

の服薬指導スペース、社内の様子は、右下のような感じで、普通の薬局とか病院の調剤室

とほぼ同等の機能を備えているという状況になります。 

 こちらは、先ほど最初に申しました粉薬です。これを調剤しています。それから、車両

の横で患者さんに薬の説明を薬剤師が行っています。結果としまして、この期間中に、診

療所で処方箋を発行された患者さんは延べ96人全員から同意をいただきまして、実証に参

加していただきました。保険調剤が95枚、その他２枚というのは交通事故の処方箋になり

ます。このうち、97枚の処方箋のうち13枚の処方箋については、薬剤師から処方医に対し

て疑義照会、処方箋内容について尋ねるといったことを行いまして、全てにおいて薬剤時

の提案どおり処方が変更されております。 

 そのほか、高齢の方ですと、たくさん飲んでいる方、一包化といって、１つの袋に１回

分をまとめるような調剤を、延べ15人の患者さんに行っております。このうち、１名の患

者さんについては、ほかの診療所で処方され、ほかの薬局で調剤された薬の飲み方が分か

らないということで、それを持ってきていただいて一包化を実施するという、保険調剤上

は外来服薬支援料１に該当する行為なのですが、そちらの指導も実施したり、あと、小児

患者さんの対応も行ったりしました。あと、薬剤師による啓蒙で、災害時とか相互作用と

か、診療に役に立つお薬手帳の持参率が、50％からほぼ100％近くまで上昇いたしました。 

 結果としまして、我々がこの車両を用いて調剤、服薬指導を行って、医師は診察に専念

できて、医師の負担軽減が行われました。在庫にとらわれない処方、きめ細やかな服薬指

導、疑義照会による処方変更、それが医療の質の向上に役立ったと見ていました。結果的

に、この過疎地域の住民に医薬分業のメリットを享受していただいて、最終的に普及が進

めば、これが災害対策にもつながるのでないかと考えております。以上になります。 

○安念委員長 どうもありがとうございました。それでは、委員の皆様から御発言をいた

だければと思います。いかがでしょうか。西村先生。 

○西村委員 大変いい結果が出て、私はすごくいいと思ったのですけれども、検証された

中に１つ書いてあった、１か月間、薬剤師を最初に派遣して、それとの比較解析をすると

なったと。その御説明がなかったような気がしたので、そこでされたものは見られないの

ですか。 

○林氏 アンケートとかインタビュー等を行いまして、例えば、今回は診療所に派遣する

という形だったのですが、実際に薬剤師を雇用するとなると難しいという点もありまして、

その点でも、当該車両を用いたというのはよかったという意見をいただきました。診療所

ですと、診療時間がある程度決まっておりますので、薬剤師は非常に慌ただしくなってし

まって、きめ細やかな服薬指導というのは難しかったというのはございましたが、車両の

人員は、ちょっと時間がかかる患者さんは、診療所が閉まった後でも対応することも可能

ですので、そういった点ではきめ細やかな対応ができたのではないかと思います。 
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 後は、診療所ですと、診療所の経営上の観点もありまして、あと、医師の考え方とかも

ありまして、ジェネリック医薬品とか使用があまり進んでいなかったという点が、車両を

使うことで、ジェネリック医薬品の活用もかなり進んだというのもあります。 

○西村委員 全然否定するわけではなくて、前向きにこれを進めていただくのに、確かに、

薬剤師さんを雇うのは大変だけれども、この車に乗っていくという費用を誰が払って、そ

れと比較したときにも、やはり、このやり方のほうが結果的にはいいですよということを

きちんと証明されていくことのほうが、これから、ぜひとも進めていくほうがいいかなと

思いました。 

 やはり、せっかく得られている検証結果を有効に使っていただきたいと思います。 

○林氏 コスト面としましては、収入が、患者さんは大体１回当たり、平均２人来たとき

の収入としましては、一人当たりの薬剤師の技術料としては大体6,000円程度でしたので、

薬剤師を何人雇用するかにもよるのですが、ぎりぎりか、ちょっと赤字ぐらいかなと。 

○安念委員長 車もメンテしなくてはならないですよね。車の値段が幾らか。 

○林氏 初期の導入費用に関しましては、今回はそれについての実証はしていないのです

が、県の補助を受けるとか、あとは、薬剤師とかで共同所有するとか、そういった道があ

るのかなと思います。 

○安念委員長 ありがとうございました。小黒先生、お待たせしました。 

○小黒委員 今回の中間報告、ありがとうございます。 

 ２つ質問があるのですけれども、１つは、医療制度改革で現在はリフィル処方が認めら

れているのだと思うのですけれども、今回の実証実験でリフィル処方みたいな事例があっ

たのかどうかというのを教えていただきたい。あったら、何件ぐらいあったのかというこ

とです。 

 あと、もう一つは、先ほど別の先生も言われましたけれども、これは従来も委員会のほ

うでも議論があったと思いますが、都市部でもできるモデルだと思うのです。今回は過疎

地だったということなのですが、都市部でやった場合、どういう効果が見込めそうかとい

うところとか、今回の実証実験の流れの中から読み取れる部分があるのかどうかというの

を教えていただければと思います。 

○林氏 ありがとうございます。 

 リフィル処方につきましては、リフィル処方自体、全国でもなかなか進んでいないとこ

ろがあると思うのですが、今回の実証部分では、リフィル処方の処方箋はゼロ件でした。 

 都市部でもできるかどうかですが、技術的には可能だと思うのですが、都市部ですと診

療所も毎日やっていますので、薬局を建設したほうがいいのではないかと、個人的には考

えています。 

○小黒委員 基本的には、いろいろな慢性疾患を抱えている高齢者の方々が多そうなエリ

アだったので、リフィルが数件ぐらいあるのかなと思ったのですけれども、今回はゼロ件

だったということですか。 
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○林氏 これは医師の考え方にもよると思うのですが、高齢の方で、恐らく、定期的には

医師が診察したいという患者さんが多かったのではないかなと思います。 

○小黒委員 でも、もうちょっと人数が増えたエリアとかでやれば、多分出てきますよね。 

○林氏 おっしゃるとおりだと思います。 

○小黒委員 あと、２点目のほうとか、もし何かあればお願いします。 

○安念委員長 ２点目は、都市部での展開の可能性ということですね。 

 今の林先生のお答えでは、薬局をつくってしまったほうが早いのではないかとお答えに

なったところです。 

○林氏 今回の車両を用いた場合、恐らく都市部でやるとなると、１か所にずっととどま

ってやるということになって、今回、車両というのは移動できるというメリットがありま

すので、都市部でやれば、固定の薬局のほうが患者さんにとってメリットかあるのではな

いかなと思ったのです。実施する側としても経済的なコストからも。 

○小黒委員 都市部といっても、名古屋市とか横浜市とか東京の23区とか、そういうイメ

ージではなくて、例えば新潟市とか中規模クラスがありますよね。そういうところだと、

結構家も離れていたりとかして、それなりの都市にはなっているのだけれども、薬局に行

くよりは来てもらったほうが、地域内で営業している既存の薬局が幾つかあると思うので

すけれども、そういうところに行くよりは来てもらったほうが便利だというところもある

と思いますので、そういうイメージです。 

○林氏 我々がおります岐阜市などは、お考えの都市の大きさかなと思うのですが、岐阜

市でも、診療所があって薬局がないという地域はほぼありませんので、もちろん、そうい

った地域があれば活用の可能性はあるかとは思うのですが、そういった地域になると、山

間部ぐらい。実は、今回の山県市も、岐阜市街地から車で30分程度のところでして、町か

らちょっと離れたところの山のほうだとそういったところがあるのです。 

○小黒委員 岐阜市だと、そうかもしれませんが、例えば新潟県とかでは、積雪があって

も高齢者の方々が病院に行く事例があります。これはニュースで報道もされていましたけ

れども、どうしても必要な薬を取りに行くために、雪が降りそうなときでも行って、戻っ

てくるときに豪雪になってしまって運転していた車に閉じ込められて亡くなってしまった

人とかの事例もあります。だから、そういう事例への対応としてニーズはあるのではない

かなと思うのですけれども、いかがでしょうか。取り敢えず、情報までですが、ご回答あ

りがとうございました。 

○安念委員長 巡回診療というアイデアがあるのなら、何というか、薬のデリバリーとい

うニーズは、あるといえばあるのでしょうけれどもね。今後の展開、可能性の中の一部で

しょうな。ありがとうございました。他にいかがでございますでしょうか。どうぞ、板東

先生。 

○板東委員 厚生労働省のほうに御質問させていただければと思います。今回、過疎地域

でこういう取組のメリットが実証されていると思いますし、先ほどのお話のように、これ



30 

 

は自治体などが支えていかないと駄目だと思いますので、そんなに一挙に広がってく可能

性があるというものではないかもしれませんけれども、非常にニーズある分野かなと思い

ます。 

 この辺りについては、こういうものであれば認めていくよという流れとして、厚労省と

してはお考えなのか。先ほどの都市部での展開というところは大きなジャンプがあるので、

ある意味で制度的な問題につながるという可能性もあって、検討をすべき点も多いのかと

思いますけれども、今回と同じようなケースであれば、基本的には認められていく、広が

っていけるということで、厚労省としては考えてよろしいでしょうか。 

○山本審議官 御質問、ありがとうございます。厚生労働省の審議官、山本でございます。 

 今のお尋ねは、いわゆる山間僻地のような、医療アクセスが地域の住民の皆様には少し

大変なところ、診療所はあるけれども、薬局がないといった今回のようなケース、あるい

は無医村、そういうお話を前提にしての必要可能性というか、今後何か政策に入れていけ

るかどうかというお尋ねだと思います。 

 基本的に、山間僻地あるいは離島とか、様々ございますので、これに限らず、いろいろ

なことを考えていかなければいけないと思っております。これも１つのツールとなり得る

と思っております。 

 一方で、今回御発表いただいた内容のさらにもう少し具体のデータをいただいて、ある

いは薬剤師の派遣と比べて、まず、私どもとしては医療の質が充実したのかどうか、安全

に展開できたのかを確認したいと思います。医療の質がどう充実したのかについては、例

えば診療所で、お医者様が在庫の限りで出すよりもいいことが医療としてあったかという

のが１つありますが、１点目として、まず、安全にきちんとできたかということ。次に、

患者さんが受ける医療の質が、プラスアルファがあったのか。それから、それに伴ってと

いうか、一方で、患者さん目線で、例えば医療費の自己負担等が恐らく変化していると思

うのですけれども、そういったことがどの程度になったか。その次が、コストパフォーマ

ンスの分析。そういう点で、車両の維持費とかガソリン代とか、そういったことも、この

スタイルだと伴ってまいります。それから、例えば、現地に診療所が１時間開設している

という前提のときに、医療従事者が何人現地に入るというような人件費の問題も含めて、

いろいろコスト分析をすると非常に興味深いところがございます。そういったことを、今

後、もし可能であれば、ぜひ実施者の先生方から、可能な範囲で、データが取れた範囲で

教えていただいて、それで、我々としても検討していきたいと思います。３点目のコスト

パフォーマンスの分析は、地域で、あるいは地域の患者さんから、その地域に合っている

かどうかというのと、それから、コストの受入れは可能かということが、多分選んでいた

だくときに必要になってくるのだと思っております。 

 今、オンライン服薬指導とかオンライン診療とか、違うスタイルもございます。それか

ら、先ほどお話に出てまいりました、診療所の薬剤師さんを派遣する。それも１つの選択

肢だと思っております。もちろん、在庫の範囲に制限がかかると思うのですが、メリット
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デメリットがあるのが現実ですので、そういった幾つかの選択肢の中で、地域でどれが合

うかということを検討していくことも非常に重要なことだと思います。 

 そういう意味で、検討していき得ると思っております。もう少し具体のお話を教えてい

ただくのが大変ありがたいと思います。長くなりました。 

○板東委員 ありがとうございます。先ほど、医療の質のところでは、結構いろいろ質を

上げたというケースを、今回、実証していただいたのかなと思います。それから、コスト

の問題、それから、ほかの選択肢との兼ね合いという問題は、ある意味では、それぞれの

地域における選択ということも、実際の支援も含めてあると思いますので、そういう選択

肢を広げていくということは、これから、いろいろな地域の実情に合わせた医療の充実と

いう上では必要になってくるという感じがします。岐阜県の場合は、岐阜薬科大学が公立

の大学としてあって、そういう地元の支援などもあるということで、ある意味で恵まれて

いる条件もあるのですけれども、将来的にはこういう選択肢は、ある意味で、ほか選択肢

から見ても有効だということではないか。言いたかったのは、弊害がないのであれば選択

肢を広げていくということは必要なのではないかということです。 

 都市部の問題は、いろいろなことを考えていかないといけない問題はあると思いますが、

過疎地域、山間部については、やはり選択肢を広げていくということも非常に重要だと思

っておりますので、厚生労働省としてもできるだけの対応をお願いしたいと思います。 

○安念委員長 それでは、岐阜薬科大学さんからも積極的に情報提供をしていただきまし

ょう。疑義照会が13％あるのだから、やはり大変だなと。量を１桁間違ってしまうなどと

いうこともあると私は聞いています。そこは薬剤師さんがモニターしていないといけない

ですね。 

○林氏 最初のうちは、医師がちょっと慣れていなかったので、形式的な問合せというの

はあったのですが、中には、患者さんが医師には話しにくいということで「先生には話し

ていないのですが」といったようなことで、それは重要なことなので、もう一度診察して

もらって、薬が追加になったという事例もございました。あとは、実際、飲み忘れが多く

て、薬がいっぱい余っているという、そういったところの調整は何点かありました。 

○安念委員長 ありがとうございました。ほかに御意見はございませんか。ありがとうご

ざいます。それでは、事業者、主務省庁及びオブザーバーの皆様は、ここでオンライン会

議より御退席ください。 

（申請者、主務省庁退室） 

○安念委員長 それでは、事務局より、当委員会の対応について御説明をお願いいたしま

す。 

○岡田企画官 ただいまの案件について、実証実施者である岐阜薬科大学の林先生及び主

務省庁である厚生労働省から発言がございました。委員の皆様におかれては、当委員会と

しての今後の対応について、御意見があればお願いいたします。 

○安念委員長 いかがでございますでしょうか。何か委員の皆様から御発言があればお願
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いいたします。 

 よろしゅうございますか。 

 それでは、お諮りいたします。当委員会として、本案件について、今後、必要に応じ主

務大臣等に対して報告を求め、フォローアップを継続していくこととしてはいかがでしょ

うか。 

（首肯する委員あり） 

○安念委員長 よろしゅうございますか。 

 それでは、御異議がないものと認めます。ありがとうございました。当委員会としてそ

のように決しました。 

 本日の議事は以上となります。本日も活発に御審議をいただきまして、ありがとうござ

います。 

 続いて、事務連絡に移ります。事務局より御説明をお願いいたします。 

○岡田企画官 事務連絡ですが、次の委員会の開催日については、追って事務局より御連

絡させていただきます。 

 次に、規制のサンドボックス制度の活用に向けた取組の進捗状況について簡潔に御報告

させていただきます。 

 昨年、委員の皆様からいただいた意見も踏まえて、周知・広報を通じた認知度の向上や

案件の発掘、情報提供機能の強化、各省庁との連携・情報共有の強化、外国企業への情報

提供と支援、の４つの活動に重点的に取り組んでまいりました。 

 特に、周知・広報については、スタートアップ関係団体やアクセラレーター等をターゲ

ットとして周知するとともに、これらの者が主催するイベント等において関連制度を説明

することにより、この制度の利用が多いスタートアップを中心に周知・広報を強化・拡大

しております。 

 また、情報提供についても、規制のサンドボックス制度のホームページ上のコンテンツ

の追加・アップデートや関係資料の作成のほか、内閣官房一元窓口をユーザーフレンドリ

ーなものにするべく、ホームページの使いやすさを改善しておりますし、一元窓口と関連

制度とのリンクを整備するなど、制度横断的な情報提供を進めております。 

 また、委員の皆様に様々御相談させていただきつつ、引き続き制度活用に向けてしっか

りと取り組んでまいりたいと考えております。 

 その他、経済産業省の方からも１件あると聞いておりますので、よろしくお願いします。 

○石井室長 ありがとうございます。 経済産業省の新規事業度創造推進室長の石井でご

ざいます。規制改革について、様々なツールがあるにもかかわらず、何か伝わっていない。

これは規制改革に限らず、我々行政に通ずる共通の問題だと思っていますけれども、それ

を少しでも分かりやすく伝えるためにガイダンスを作成しました。 

 サンドボックス、グレーゾーン、新事業特例等々のツールの説明、プラス、ルールメー

キングについて進めていきましょうという機運醸成のために作成しております。 
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 ツールの紹介ということで、相談をするときには、新市場創出タスクフォースとか、内

閣官房一元窓口がありますとか、あるいは、公式に照会するときにはグレーゾーン解消制

度、ノーアクションレターがありますとか、こういった話が載っています。既存の特例を

変えていこうというときには新事業特例、それから、国家戦略特区、それから、各省庁の

大臣特認制度。それから、データを取って新しいところを変えていこうというときには、

規制のサンドボックス制度がある。 

 それから、その他、もろもろの制度、それから、自治体の制度、要望の提出としてきて

規制改革推進会議ということになると。そういうことで、こういったことも、一覧性があ

る形で、少し分かりやすく伝えるように冊子をつくっております。 

 我々としてはこういう冊子をオンラインで配信したり、いろいろなイベントで配ったり

しながら、規制改革、ルールメーキングのコミュニティーを後押していきたいと思ってお

ります。以上でございます。 

○岡田企画官 ありがとうございました。事務連絡は以上でございます。 

○安念委員長 ありがとうございました。これは本当に力作でして、これを読むと、我々

が何をしているのかよく理解できるのです。どうもありがとうございました。 

 それでは、委員会はこれをもって終了いたします。どうもありがとうございました。 

 


